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1. 2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 1,115 △37.7 △442 ― △399 ― △368 ―

2021年3月期第1四半期 1,793 20.8 △434 ― △426 ― △393 ―

（注）包括利益 2022年3月期第1四半期　　△386百万円 （―％） 2021年3月期第1四半期　　△428百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 △42.20 ―

2021年3月期第1四半期 △45.04 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期第1四半期 15,903 8,361 46.7 851.79

2021年3月期 16,527 8,747 47.0 892.01

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 7,433百万円 2021年3月期 7,784百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,400 △15.1 △630 ― △630 ― △630 ― △72.19

通期 10,450 △4.1 480 238.6 420 6.0 310 3.2 35.52

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、【添付資料】7ページ「会計方針の変更」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 8,728,920 株 2021年3月期 8,728,920 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 2,152 株 2021年3月期 2,061 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 8,726,783 株 2021年3月期1Q 8,727,442 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、実際の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間(2021年４月１日～2021年６月30日)におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染

症の収束の見通しが立たない状況が続き、企業活動も依然として厳しい状況となっております。また、世界経済に

おいても、一部の国で回復の兆しが見られるものの、先行きは極めて不透明な状況となっております。

当社グループが主として事業を展開しております新聞業界は、新聞発行部数の減少が続いており、また、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により広告収入の減少傾向がさらに強まるなど、新聞社の経営環境は厳しく、当社にと

りましても厳しい状況が続いております。

このような事業環境のもと、当社は、輪転機の受注確保に向けた積極的な営業活動やＡＩ関連事業の拡大による

輪転機ビジネスに係わる新たな事業の創出を図ってまいりました。

また、新聞業界以外を顧客とする新規事業として売上実績のある、連結子会社株式会社ＫＫＳが展開しているＡ

ＧＶ（自動搬送装置）および連結子会社株式会社東機システムサービスが展開しているＩＣＴ（情報通信技術）

を、グループ全体の事業として拡販すべくプロジェクトチームを立ち上げ取り組んでおります。

このような中で、当社は、印刷機械関連においては、静岡新聞社様、朝日新聞社様、北國新聞社様、新潟日報社

様、読売新聞東京本社様から受注済みの「カラートップ・エコワイドⅡオフセット輪転機」を生産中であり、収益

認識基準に従い、売上高を一部計上しております。

当第１四半期連結累計期間の業績については、以下のとおりであります。

《売上高》

当第１四半期連結累計期間の連結売上高は、前年同四半期と比べ減少し、11億1千5百万円（前年同四半期比

37.7%減）となりました。

《営業損益》

損益面では、変動費、固定費の削減に努めましたが、当第１四半期連結累計期間の営業損失は4億4千2百万円

（前年同四半期は営業損失4億3千4百万円）となりました。

《経常損益》

営業外収益で、助成金収入30百万円等を計上、営業外費用では、支払利息4百万円等を計上した結果、経常損失

は3億9千9百万円（前年同四半期は経常損失4億2千6百万円）となりました。

以上の結果、税金等調整前四半期純損失は3億9千9百万円（前年同四半期は税金等調整前四半期純損失4億1千9百

万円）となり、当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失は3億6千8百万円（前年同四半期

は親会社株主に帰属する四半期純損失3億9千3百万円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ6億2千4百万円減少し、159億3百万円と

なりました。

資産の部では、受取手形、売掛金及び契約資産（前年度においては受取手形及び売掛金）の減少等により流動資

産が5億8千4百万円減少し122億6百万円となり、固定資産は3千9百万円減少し36億9千7百万円となりました。

負債の部は、支払手形及び買掛金の減少および短期借入金の増加等の結果、流動負債が1億7千5百万円減少し40

億2千万円となり、固定負債は6千2百万円減少し35億2千2百万円となりました。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ3億8千6百万円減少し83億6千1百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年５月13日に公表いたしました2022年３月期の第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想に変更はあ

りません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,323,621 3,239,456

受取手形及び売掛金 7,823,352 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 7,051,714

仕掛品 994,405 1,173,314

原材料及び貯蔵品 509,451 545,643

その他 150,579 206,099

貸倒引当金 △10,641 △10,219

流動資産合計 12,790,769 12,206,008

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 954,234 934,570

機械装置及び運搬具（純額） 284,749 272,021

土地 1,889,606 1,889,606

リース資産（純額） 23,733 20,388

建設仮勘定 6,372 7,000

その他（純額） 68,148 68,011

有形固定資産合計 3,226,845 3,191,599

無形固定資産

その他 15,657 14,518

無形固定資産合計 15,657 14,518

投資その他の資産

投資有価証券 256,422 256,365

その他 238,287 235,335

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 494,701 491,692

固定資産合計 3,737,205 3,697,810

資産合計 16,527,974 15,903,818

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,964,820 1,910,157

未払法人税等 47,622 26,864

前受金 321,375 －

契約負債 － 350,993

賞与引当金 11,300 40,459

製品保証引当金 42,647 24,137

短期借入金 500,000 1,500,000

受注損失引当金 392 487

その他 307,117 166,923

流動負債合計 4,195,275 4,020,023

固定負債

役員退職慰労引当金 26,731 24,466

退職給付に係る負債 3,472,691 3,415,612

環境対策引当金 58,674 58,674

その他 26,678 23,296

固定負債合計 3,584,775 3,522,048

負債合計 7,780,050 7,542,072

　



株式会社東京機械製作所(6335) 2022年３月期 第１四半期決算短信

4

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,435,000 4,435,000

資本剰余金 1,335,514 1,335,514

利益剰余金 2,563,960 2,195,658

自己株式 △1,529 △1,577

株主資本合計 8,332,945 7,964,595

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 722 696

為替換算調整勘定 △204,526 △203,505

退職給付に係る調整累計額 △344,642 △328,331

その他の包括利益累計額合計 △548,445 △531,141

非支配株主持分 963,424 928,291

純資産合計 8,747,924 8,361,745

負債純資産合計 16,527,974 15,903,818
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 1,793,706 1,115,756

売上原価 1,874,023 1,219,934

売上総損失（△） △80,316 △104,178

販売費及び一般管理費 353,749 338,176

営業損失（△） △434,065 △442,354

営業外収益

受取利息 19 17

受取配当金 4,006 3,997

受取保険金 3,198 2,915

助成金収入 － 30,941

その他 11,758 14,901

営業外収益合計 18,982 52,773

営業外費用

支払利息 15 4,556

為替差損 11,152 4,639

その他 17 846

営業外費用合計 11,185 10,043

経常損失（△） △426,268 △399,625

特別利益

固定資産売却益 7,191 －

特別利益合計 7,191 －

税金等調整前四半期純損失（△） △419,076 △399,625

法人税、住民税及び事業税 3,698 13,119

法人税等調整額 16,801 △9,320

法人税等合計 20,499 3,798

四半期純損失（△） △439,575 △403,423

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △46,443 △35,121

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △393,132 △368,302
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純損失（△） △439,575 △403,423

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 125 △38

為替換算調整勘定 △1,935 1,020

退職給付に係る調整額 12,907 16,310

その他の包括利益合計 11,098 17,293

四半期包括利益 △428,477 △386,130

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △382,072 △350,997

非支配株主に係る四半期包括利益 △46,404 △35,133
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　(収益認識に関する会計基準)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、

当社は従前より「工事契約に関する会計基準」を適用しており、収益認識会計基準による影響は軽微でありま

す。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高に与える影響は軽微であります。また、営業利益及び利益剰

余金の当期首残高に与える影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に、「流

動負債」に表示していた「前受金」は、当第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することと

しました。

　(時価の算定に関する会計基準)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会

計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸

表に与える影響はありません。

３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりますが、下記

施策の確実な実行により、改善ならびに解消が実現できると考えております。

・更新需要の取込みによる売上高の積み増し

・保守サービス事業の強化による売上高の積み増し

・原価低減および経費削減

・グループ全体の効率化

・新分野の開拓

・資金調達も含めた流動性資金の安定的確保

従いまして、当四半期連結会計期間の末日現在において、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められな

いものと判断し、四半期連結財務諸表の「継続企業の前提に関する注記」には記載しておりません。

　


